
２００７年度中間決算と
今後の事業計画概要

２００７年９月３日

近畿日本ツーリスト株式会社
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新企業ブランド名「ＫＮＴ」（ケイ エヌ ティ）導入

企業理念
ＫＮＴは世界中の人々の出会いと感動を創造し、笑顔あ
ふれる社会の実現にチャレンジしていきます。

＜ブランドステートメント＞
私たちは、お客さまにたくさんの「！」をお届けし、感動・
笑顔・信頼の「物語」を創造していきます。
お客さまの 感動×笑顔×信頼＝私たちの喜びです
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200７年度中間決算概要
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ＫＮＴ

＜旅行業部門＞２１社
・国内旅行会社
（株）ツーリストサービス
（株）ユナイテッドツアーズ
（株）ケイアイイーチャイナ
相鉄観光(株） 等

・海外旅行会社
近鉄インターナショナル
（ＵＳＡ、ＥＵＲ、 ＯＣＥ）等

＜損害保険業部門＞２社
再保険引受事業

＜その他事業部門＞１６社
ホテル業
人材派遣業
タクシー業
物品販売業
（情報処理サービス業）
旅行関連サービス業等

連結子会社：２９社 持分法適用非連結子会社：2社 持分法適用関連会社：６社

＊ホテル業の奥日光高原ホテル、箱根高原ホテル、北交大和タクシーの３社が、当
中間期より、連結子会社から持分法適用の関連会社に異動

企業グループ
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２００７年中間決算ハイライト（連結）

△１，５２８

△１，１２２

１０６

１１

△１，０２７

△１，３２６

３９，２４７

３７，９２０

前 中 間 期

△４，５７８

△５，１９４

４，９１４

３５３

△６３３

△８４７

１４２

△７０４

増 減

△５，０５６△１，２６０△６，３１６
税金等調整前
当期純利益

△４，６０６

４，９６０

３６４

△４６０

△８７３

△９１１

△１，７８４

増 減

△１，５００

６０

０

△１，２００

△１，３００

４０，３００

３９，０００

当 初 予 想
( 2 / 2 7 ）

３６４特 別 利 益

５，０２０特 別 損 失

△６，１０６

△１，６６０

△２，１７３

３９，３８９

３７，２１６

当 中 間 期

当期純利益

営 業 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

単位:百万円

＊中間期当初予想からの修正の主な原因は、会計方針を変更し、旅行券の未使用分について一定

期間後収益計上したものに対する将来の使用に備えるため、約49億円を引当金として計上したため。
尚、この引当ては今期のみ。
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営

業

利

益

営

業

収

益

－

△５３２

△５３８

－

△１，１９３

△９４５

連結修正

－

△８４８

△１，７３０

△１．８

３４，９７０

３４，３４９

旅 行 業

－

△８７

△６１

△９．５

３，４５９

３，１３０

その他事業

△１，３２６１４２前 中 間 期

－９．９
対前期増減率
（％）

３７，９２０６８４前 中 間 期

△２，１７３１５６当 中 間 期

△１．９△０．３
対前期増減率
（％）

３７，２１６６８２当 中 間 期

計損害保険業

単位:百万円

セグメント別営業収益・利益

＊セグメント別にみると、旅行業が減収・減益となるが、これは旅行券等の会計方針の変更で
収益（利益）に計上されなくなったため。その他事業の減収は、情報部門の子会社が持分法
適用会社に変更となったため。



7

200７年 旅行形態別収益 (単体）

１４．２

７４．５

１７．９

６．３

１６．８

１６．０

収益率

１３．９

６７．４

１５．１

６．２

１６．７

１５．８

収益率

△１．７３０，２５５２９，７３３合 計

△４８．１１，１５９６０２そ の 他

△８．８３７４３４１国 際 旅 行

△０．６３，４８０３，４５９ク ー ポ ン 等

２．９１４，３３４１４，７５２企 画 旅 行

△３．０１０，９０８１０，５７９団 体 旅 行

増減率前中間期当中間期

単位：百万円、 ％

＊企画旅行部門国内旅行が好調であった。また、団体は海外団体が昨年のトリノオリンピック
やワールドカップの反動で減少した。
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① 企画旅行商品「メイト」「ホリデイ」の取り組み

「メイト」

団塊の世代を対象にした「日本讃歌」の拡充

東京（ＴＤＲ）方面商品好調

売上前年比６．６％と好調

「ホリデイ」

雑誌とのコラボーレーション企画

韓国に続いて、バリ、マレーシア

中国への送客拡大

ほぼ前年同期並み(△０．５％）
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②店舗展開

5月、ラグジュアリーマーケットに特化した新店舗を
銀座マロニエ通りにオープン

■８月、コーヒー店とのコラボレーション店舗として
名古屋伏見営業所をリニューアルオープン

■9月、「旅スクエア札幌」をオープン
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③団体旅行への取り組み

「海外団体」

景気回復による業務出張4％増
韓流イベント、コンサートツアーなどのＳＩＴ旅行部門

１４％増

昨年のワールドスポーツイベントの売上分の回復がで
きず一般団体、ＥＣＣで△１６％

「国内団体」

国内コンベンション（自治体、学会、組織団体）30％増
教育旅行はほぼ前年並
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④イベントへの取り組み

６月 神宮式年遷宮お木曳

６月 モク・オ・ケアヴェ・インターナショナル・

フェスティバル、ジャパン (宮崎）
６月 まつりｉｎハワイ
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④イベント 下期の取り組み

８月 「ＩＡＡＦ 世界陸上２００７大阪」のナショ

ナルサプライヤーに

９月 西安でのコンサート

１０月 RYUKYU民族の祭典（沖縄）

来年は北京オリンピックの公式代理店に。
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⑤Ｗｅｂ販売への取り組み

「1月国内宿泊総合サイト「ステイ プラス」開始」
宿泊契約施設を年内に１０,０００軒に

「KNTホームページ」
ツアー型メイト商品販売好調 ５０％増

宿泊販売「宿とる」は１９％増

ダイナミックパッケージスタート

7月に海外航空券、9月にホテルを追加、12月には
現地オプションなどを販売
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⑥プラットフォーム戦略の推進

■1月 エアトラベル徳島

■4月、京成電鉄と資本・業務提携

■８月、オフィス用品通販会社カウネットとの

業務提携

８月３１日現在プラットホーム提携企業は

２０社 年内に30社を目標に
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２００７年通期業績予想（連結）

－２，６７１△６，０００２，７００△３，３００
税 金 等 調 整
当 期 純 利 益

△７１．０１，３７７４０００４００特 別 利 益

△５，４００

５，０００

△１，４００

△１，８００

△４，５００

増減

１，２９５

７６４

２，０５８

１，４０９

８２，７５２

200６年通期
実績

１，３００

１００

２，８００

２，５００

８７，５００

当初(2/27）
予想

－

５６７．５

△３２．０

△５０．４

０．３

増減率
（％）

５，１００特 別 損 失

△４，１００

１，４００

７００

８３，０００

200７年通期
予想

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

単位:百万円

＊営業収益が予想から45億円減収の理由は、旅行業の減収と、ホテル2社、タクシー会社が下期から
持分法適用会社に変更になったため。また、特別損失の50億円の増加は、中間期に計上した旅行券
等の引当分49億円である。
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２００７年通期業績予想（個別）

－２，１１８△５，５００１，７００△３，８００
税 金 等 調 整
当 期 純 利 益

△６５．６１，２２０４２００４２０特 別 利 益

△４，９００

５，２２０

△７００

△１，２００

△３，０００

増減

１，２８０

４１２

１，３０９

３５０

６６，８０７

200６年通期
実績

９００

１００

１，８００

１，３００

７１，３００

当初(2/27）予想

－

－

△１６．０

△７１．４

２．２

増減率
（％）

５，３２０特 別 損 失

△４，０００

１，１００

１００

６８，３００

200７年通期
予想

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

単位:百万円

＊当期純損失を計上することとなり、当初２円の配当を予定していましたが、配当は見合わせる
ことにしました。
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今後の事業計画

事業再編について
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１ 中期経営計画の見直し

■旅行業界を取り巻く経営環境の急速な変化
■海外旅行者数の伸び率の鈍化
■営業力強化のための投資（要員増、ＩＴ、店舗）
■会計方針変更による旅行券等の収益計上の変更

単体営業利益５０億円、連結７２億円の数値計画を
見直す。
→２００９年以降の計画については来年の秋を
目途に策定予定
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ＫＮＴグループＫＮＴグループＫＮＴグループ
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２ー① 現KNTの組織
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２ー②現KNTの組織

各地域営業本部カンパニー

店頭個人
旅行販売

団体旅行販売 提携販売
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３ 事業再編の背景と目的

収益基盤の強化

戦略遂行のスピードアップ

責任体制の明確化

各事業６つのユニットに切り分け、

「見える」専門特化した組織に

事業ユニットごとの専門経営体制に移行

各事業の特性・専門性を発揮し販売拡大に貢献



22

団
体
旅
行
事
業

団
体
旅
行
事
業

イ
ベ
ン
ト
・コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
・

コ
ン
グ
レ
ス
事
業

イ
ベ
ン
ト
・コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
・

コ
ン
グ
レ
ス
事
業

ｅ
ビ
ジ
ネ
ス
事
業

ｅ
ビ
ジ
ネ
ス
事
業

国
際
旅
行
事
業

国
際
旅
行
事
業

提
携
販
売
事
業

提
携
販
売
事
業

店
頭
販
売
事
業

店
頭
販
売
事
業

新・ＫＮＴ

それぞれが専門特化した事業ユニットへ

新・店頭販売

専門会社仕入・商品企画機能（メイト・ホリデイ）仕入・商品企画機能（メイト・ホリデイ）

国内仕入・メイト 海外仕入・ホリデイ

４ 新しいＫＮＴグループの姿
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５－① 店頭販売事業の統合・新会社による運営

店頭販売事業の強化

意思決定の迅速化等経営のスピードを向上

合計で約２６０店舗のネットワークの活用

両社の資源・ノウハウを融合

ＫＮＴグループの店頭販売会社の誕生

従業員１，９００名 事業規模 約１，６００億円
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５－② 店頭販売事業の統合・新会社による運営

+
新
店
頭
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専
門
会
社

Ｋ
Ｎ
Ｔ
店
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事
業
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店
頭
販
売
事
業

Ｔ
Ｓ
店
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販
売
部
門

Ｔ
Ｓ
店
頭
販
売
部
門

店
頭
販
売
専
門
会
社

店
頭
販
売
専
門
会
社

分社化 統合

10月1日を目途として、ツーリストサービス（ＴＳ）を完全子会社化し、
吸収分割により事業の統合。新社名は検討中
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６ー① 専門事業部体制への再編

①団体旅行事業 （従業員約１，５００名、事業規模約１，３００億円）

一般団体事業・教育団体事業に特化した事業組織とし、地域特性に応じ
た営業体制とするため、全国を8つの地域営業本部（北海道、東北、関東、
首都圏、中部、関西、中四国、九州）に区分

②イベント・コンベンション・コングレス事業
（従業員約４５０名、事業規模４００億円）

現在のイベント・コンベンション・コングレスカンパニーにおいて行っている
営業モデルを東京地区に特化

③提携販売事業（従業員数約３７０名、事業規模１，３００億円）

現在地域カンパニーごとに組織されている提携販売事業を全国統一の
単一事業組織に。営業体制の強化と、オペレーション業務の効率化
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６ー② 専門事業部体制への再編

④国際旅行事業（従業員約５０名、事業規模約６０億円）

最も成長可能性の高い分野であるため、人材をはじめとした資源の積極

的な投入により、急速な事業規模の拡大を目指す。

⑤ｅビジネス事業（従業員約１００名、事業規模約８０億円）

資源の投資と他社とのコラボレーションの積極的な推進

【実施期日】 平成２０年１月１日（予定）
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７ー① メイト・ホリデイ事業と仕入部門との統合

メイト企画部門

仕入部門

国内旅行部

ホリデイ企画部門

仕入部門

海外旅行部

メイトの商品企画機能を本社国内旅行部
に移管し、国内仕入機能を一体化

ホリデイの商品企画機能を本社海外旅行
部に移管し、海外仕入機能を一体化

＋ ＋
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７ー②本社仕入機能の強化

＜国内旅行事業＞
仕入拠点を２５箇所程度へ倍増
地域密着の仕入を強化していくことで、関係協力機
関、自治体とのﾊﾟｰﾄｰﾅｰシップを強固にし、情報提
供力や商品供給力を強化
ＴＳの商事事業を統合し、営業力を強化

＜海外旅行事業＞
商品企画力の強化と、サービス体制の充実をはか
る。
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７－③ 本社管理部門の再編

■管理系部門は戦略部門と位置づけ、経営戦略立案
とインフラ整備に絞りこむ。

■プラットフォーム戦略に事業開発機能を付加する。

＊社内外の「シーズ」の掘り出し

＊業界内にとらわれない事業提携

＊事業領域の拡大

■必要なものを選別し必要最小限の機能に絞り込み、
組織をスリム化。→本社部門の費用削減
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８ ２００８年度数値計画

＜参考＞

Ｈ１８年度

ＫＮＴ売上高 約 4，740億円 営業利益 約3，5億円
ＴＳ売上高 約650億円 営業利益 約3億円

約３億円約１，６００億円新店頭販売

専門会社

約６億円約４，５００億円新ＫＮＴ

営業利益売上高


